
 

別記様式第５の③号（前年度以前に事業開始している場合） 

                                    

                      （事業番号：水漁機構が通知する事業番号記載） 

 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業助成金中止（又は廃止）承認申請書 

 

                                                                ○○○○発第○号 

                                                               令和 年 月 日 

  

  特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構  

  理事長  ○ ○ ○ ○ 殿 

 

                                                            ○○県○○市○○町○－○－○ 

○○○○リース事業者 

                                 代表 ○ ○ ○ ○  

 

 

 令和○年○月○日付け○○第○○○号（及び令和○年○月○日付け○○第○○○号）で助成金の交

付決定（及びその変更）の通知があった事業について、下記のとおり変更したいので、水産業成長産

業化沿岸地域創出事業業務要領に基づき申請する。 

 

記 

 

１．中止（又は廃止）したい計画番号  １０○○０００１ 

 

２．中止（又は廃止）の理由 

借受者○○○○は、○○○○のため漁業の継続が困難となっておりましたが、○○○により後

継者も漁業の承継を断念し廃業することとなったため。 

 

                          

３．中止（又は廃止）したい事業の事業内容                           

事業内容 事業費 
負担区分  

備 考 助成金の額 自己負担額 

漁船 １隻 

漁網 １式 

8,000,000円 

4,000,000円 

4,000,000円 

2,000,000円 

4,000,000円 

2,000,000円 

 

 

 

４．中止（又は廃止）したい事業のリース開始日  ○年○月○日 

 

５．中止（又は廃止）したい事業の処分制限期間  漁船○年（期間満了日 ○年○月○日） 

                        漁網○年（期間満了日 ○年○月○日） 

 

６．中止（又は廃止）したい事業のＫＰＩ報告（改善計画期間を含む。）満了日 ○年○月○日 

 

７．中止（又は廃止）したい事業のリース期間満了日 ○年○月○日 

 

８．中止（又は廃止）したい計画番号のリース導入費が返還及び交付決定額の変更となる内容 

 

 

 

 

 

 中止の場合は「中止承認申請書」、廃止の場合は「廃

止承認申請書」と記載する。 

以下、この様式において同様とする。 
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 ①前年度（令和○年度）（前年度に保証料相当額の助成金を受領済みの場合に記載） 

経費区分 前年度受領済額 
出来高 

（経過日数） 

出来高 

（返還不要額） 
返還額 

リース導入費 

（保証料） 
12,000 円 95 日 3,123 円 8,877 円 

 

 

 

 ②当年度（令和○年度）                    

経費区分 交付決定額 既受領額 
出来高 

(経過日数) 

出来高 

（助成額） 

返還額 

又は不用額 

リース導入費 

（金 利） 

（保証料） 

 

4,400 円 

8,400 円 

 

0 円 

0 円 

 

95 日 

0 日 

 

1,150 円 

0 円 

 

3,250 円 

8,400 円 

合 計 12,800 円 0 円 ― 1,150 円 11,650 円 

 

 

 

 

 

 

９．上記を反映させた当年度の経費の配分（交付申請書記載の経費区分を記載）  

経費区分 事業費 
負担区分 

助成金受領額 
助成金の額 自己負担額 

リース導入費 

 

 金利 

 

保証料 

 

(450,000円) 

438,350円  

(150,000円) 

146,750円  

(300,000円) 

291,600円 

(450,000円) 

438,350円  

(150,000円) 

146,750円 

(300,000円) 

291,600円  

 

0円 

 

0円 

 

0円 

 

0円 

 

0円 

 

0円 

合 計 
(450,000円) 

438,350円  

(450,000円) 

438,350円  

 

0円  

 

0円  

 （注） 直近の交付申請書（追加交付申請書を含む。）の「経費の配分」に記載の数値と中止（又

は廃止）したい事業のリース導入費に係る数値を控除後の「経費の配分」とを容易に比較対

照できるように変更部分を二段書きにし、控除前を括弧書きで上段に記載すること。 

 

  

「前年度受領済額」の計算期

間のうち事業中止日の前日ま

での日数を記載 

※記載にあたり水漁機構との 

事前確認を要します。 

 

「出来高(経過日数)」から算

出した事業中止日の前日まで

の所要額を記載 

※記載にあたり水漁機構との 

事前確認を要します。 

 

「前年度受領済額」から 

「出来高（返還不要額）」

差引後の金額を記載 

「交付決定額」の計算期間に係る事業中

止又は廃止日の前日までの日数を記載 

※記載にあたり水漁機構との事前確認

を要します。 

 

中止したい事業に

係る前年度受領済

額を記載 

中止したい事業に

係る当年度交付決

定額を記載 

「交付決定額」から「出来高（助

成額）」差引後の金額を記載 
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別記様式第５の③号（当年度に交付決定を受け事業開始している場合） 

                                    

                      （事業番号：水漁機構が通知する事業番号記載） 

 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業助成金中止（又は廃止）承認申請書 

 

                                                                ○○○○発第○号 

                                                               令和 年 月 日 

  

  特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構  

  理事長  ○ ○ ○ ○ 殿 

 

                                                            ○○県○○市○○町○－○－○ 

○○○○リース事業者 

                                 代表 ○ ○ ○ ○  

 

 

 令和○年○月○日付け○○第○○○号（及び令和○年○月○日付け○○第○○○号）で助成金の交

付決定（及びその変更）の通知があった事業について、下記のとおり変更したいので、水産業成長産

業化沿岸地域創出事業業務要領に基づき申請する。 

 

記 

 

１．中止（又は廃止）したい計画番号  ７０○○０００１ 

 

２．中止（又は廃止）の理由 

借受者○○○○は、○○○○のため漁業の継続が困難となっておりましたが、○○○により後

継者も漁業の承継を断念し廃業することとなったため。 

 

                          

３．中止（又は廃止）したい事業の事業内容                           

事業内容 事業費 
負担区分  

備 考 助成金の額 自己負担額 

漁船 １隻 

 

漁網 １式 

(8,000,000円) 

0円 

(4,000,000円) 

0円 

(4,000,000円) 

0円   

(2,000,000円) 

0円 

(4,000,000円) 

0円  

(2,000,000円) 

0円 

 

 

 

４．中止（又は廃止）したい事業のリース開始日  ○年○月○日 

 

５．中止（又は廃止）したい事業の処分制限期間  ― 

 

６．中止（又は廃止）したい事業のＫＰＩ報告（改善計画期間を含む。）満了日 ― 

 

７．中止（又は廃止）したい事業のリース期間満了日 ― 

 

８．中止（又は廃止）したい計画番号のリース導入費が返還及び交付決定額の変更となる内容 

 

 

 

 

上段（ ）内に変更前を、下段に変更後を記載 

 中止したい計画番号に係るこれまでの交付決定を記載（但し

金利・保証料に係る交付決定も含む）。変更がない場合は括弧

内全体を削除し、変更があった場合は括弧のみ削除。 

 中止の場合は「中止承認申請書」、廃止の場合は「廃

止承認申請書」と記載する。 

以下、この様式において同様とする。 
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① 前年度（令和－年度） 

経費区分 前年度受領済額 
出来高 

（経過日数） 

出来高 

（返還不要額） 
返還額 

リース導入費 

（保証料） 
円 日 円 円 

 

 

 

 

 ②当年度（令和○年度）                    

経費区分 交付決定額 既受領額 
出来高 

(経過日数) 

出来高 

（助成額） 

返還額 

又は不用額 

リース導入費 

（金 利） 

（保証料） 

 

4,400 円 

8,400 円 

 

0 円 

8,400 円 

 

95 日 

95 日 

 

1,150 円 

2,187 円 

 

3,250 円 

6,213 円 

合 計 12,800 円 8,400 円 ― 3,337 円 9,463 円 

 

 

 

 

 

 

９．上記を反映させた当年度の経費の配分（交付申請書記載の経費区分を記載）  

経費区分 事業費 
負担区分 助成金 

受領額 助成金の額 自己負担額 

漁船取得・改修費 

 

船体・機関・設備関係 

 

その他の経費 

中古船の運搬費等 

漁具等の取得・設置費 

 

漁網 

 

漁具等 

その他の経費 

   漁網・漁具等の設置費 

リース導入費 

 

 金利 

 

保証料 

 

(100,062,859円) 

92,062,859円  

(88,000,000円) 

80,000,000円  

12,062,859円  

12,062,859円  

(199,850,000円) 

195,850,000円     

(180,000,000円) 

176,000,000円  

0円  

19,850,000円  

19,850,000円  

(450,000円) 

440,537円  

(150,000円) 

146,750円 

(300,000円) 

293,787円 

(50,031,429円) 

46,031,429円  

 (44,000,000円) 

40,000,000円  

6,031,429円  

6,031,429円  

(99,925,000円) 

97,925,000円  

(90,000,000円) 

88,000,000円  

0円  

9,925,000円  

9,925,000円  

(450,000円) 

440,537円  

(150,000円) 

146,750円 

(300,000円) 

293,787円  

(50,031,430円) 

46,031,430円 

(44,000,000円) 

40,000,000円 

 6,031,430円 

6,031,430円 

(99,925,000円) 

97,925,000円 

(90,000,000円) 

88,000,000円 

0円 

9,925,000円 

9,925,000円 

 

0円 

 

0円 

 

0円 

 

36,285,141円 

 

30,793,711円 

6,031,430円 

6,031,430円 

 

69,925,000円 

 

62,977,500円 

 

6,947,500円 

6,947,500円 

 

437,200円 

 

145,600円 

 

291,600円 

合 計 
(300,362,859円) 

288,353,396円  

(150,406,429円) 

144,396,966円          

(149,956,430円) 

143,956,430円  

 

 

107,187,341円 

 （注） 直近の交付申請書（追加交付申請書を含む。）の「経費の配分」に記載の数値と中止（又

は廃止）したい事業のリース導入費に係る数値を控除後の「経費の配分」とを容易に比較対

照できるように変更部分を二段書きにし、控除前を括弧書きで上段に記載すること。 

  

「交付決定額」の計算期間に係る事業中止

又は廃止日の前日までの日数を記載 

※記載にあたり水漁機構との事前確認を要 

します。 

 

中止したい事業に

係る当年度交付決

定額を記載 

「交付決定額」から「出来高（助

成額）」差引後の金額を記載 

 

「出来高(経過日数)」から算出した事

業中止日の前日までの所要額を記載 

※記載にあたり水漁機構との事前確認 

を要します。 
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